	外 食 産 業


  世界同時不況や新型インフルエンザなどにより、売上げは平成21年12月頃まで減少傾向が続いた。商品を選別する消費者の目が厳しくなり、客単価は弱含みであるが、魅力が明確な飲食店では前年比横ばいを維持している。米国や中国の景気動向から、22年夏頃には国内景気も回復が見込まれることから、業界では今から前向きに需要増への準備をする必要があるとみている。
  業界の概要
  一言で外食産業といってもその範囲は極めて広く、(財)食の安全・安心財団の附属機関である外食産業総合調査研究センター（以下、外食総研）によると、外食産業は①給食主体部門と、②料飲主体部門に大別される（表１参照）。①の給食主体部門はさらに、(a)営業給食と(b)集団給食に区分され、営業給食には(ア)飲食店、(イ)国内線機内食等、(ウ)宿泊施設が含まれている。日常生活で利用することの多い食堂・レストラン、そば・うどん店、すし店などの各種の飲食店は(ア)に分類される。なお、(b)の集団給食には、学校や病院をはじめ、社員食堂の給食などが含まれる。
  一方、②の料飲主体部門については、(c)喫茶店・居酒屋等と(d)料亭・バー等に分けられる。
  外食産業の歴史 
  かつては、そば屋やすし屋のような個人経営店が日本のフードサービス業の一般的な形態であった。ところが、米国で第二次世界大戦前に確立されたチェーンレストランという近代的な経営手法を、昭和45年に導入した企業の出現により、わが国の外食産業は大きな転換を遂げた。同年を契機に、ファミリーレストランやファストフードの大規模なチェーン展開が行われたことから、業界では「外食元年」と呼ばれている。これらの企業はチェーンストア理論に基づいて、様々な業態に参入していった。
  こうして、外食産業は画期的で有望な分野であると注目されるようになり、個人経営の小さな市場が産業としての規模に拡大していった。所得の増加や核家族化の進展、独り暮らし高齢者世代など単身世帯の増加、女性の就業率の増加、ライフスタイルの多様化に伴って外食産業は需要を拡大した。しかし、平成になりバブルが崩壊すると外食産業の成長は鈍化し、平成９年をピークに市場規模は縮小し始めた。その後も景気低迷に伴う家計の実収入や可処分所得の減少傾向、デフレ進行による販売価格の引下げ、食の安全を脅かす事件などもあり、市場規模は縮小を続けるが、18年にようやく底打ちの兆しがみえてきた。
  一方、外食とは対照的に、内食（家庭で素材から調理する手作りの食事）や中食（惣菜など持ち帰り調理食品による食事）の市場は、長引く不況下で顕著な伸びを示している。
  大阪の地位
  わが国の外食産業の規模をみると、事業所数が74万4,559店、従業者数が412万914人（平成18年、総務省『事業所・企業統計調査』）、市場規模は24兆7,009億円（外食総研『外食産業統計資料集 2009年版』）となっている。なお、大阪の地位は事業所数が60,191店（対全国シェア8.3％）、従業者数は33万7,259人（同8.2％）となっている。
  直近の消費マインドは減退傾向
  直近の動きをみると、20年の世界同時不況以降、消費者が外出を控えるようになった。また、国内初の新型インフルエンザ感染が確認された21年５月以降、神戸や北摂地域の顧客が減少した。さらに、冬のボーナスカットなども消費マインドの減退に拍車をかけた。このような背景から、業界の売上高は同年12月頃まで減少傾向が続いた。
  しかしながら、手打ちうどん店のような、特定の企業や業態では活況を呈する動きもある。好調な要因の一つには、手作り感や本格志向を打ち出し、消費者ニーズを捉えていることが挙げられる。安全・安心な食材にこだわるチェーンの回転寿司店では、テレビなどのメディアに紹介されたり九州地方への出店ペースを早めたりしたことなどもあり、21年12月～22年２月期は前年同期比19％増となった。
  食事や娯楽などの消費を外出せずに家庭で済ませる「巣ごもり消費」は、内食やネット通販、食品や生活用品を宅配するネットスーパーなど新たな需要を創出したが、こうした消費行動の変化を捉えて事業展開を図る企業もある。大阪市内のあるパスタ店では、中食やネット通販市場の拡大をにらんで、20年に宅配（デリバリー）サービスを開始した。店内飲食と同様に宅配商品の内容量を２倍にし、量が多い店というブランドイメージを消費者に訴求したことなども奏功し、21年の売上高は対前年比で４割超も増加し、直近の22年１～３月期でも２割増となっている。このように、消費マインドの後退で市場規模の拡大が望めない中でも、新たな消費スタイルに対応した事業展開で売上増加を実現している。
  客単価は弱含み
  景気の低迷により、商品を選別する消費者の目がより厳しくなり、価格の高低にかかわらず、価格以上の価値があると認めたものを購入する傾向が強まっている。したがって、値頃感のない商品の売れ行きは悪化し、客単価下落の一因ともなっている。ファストフード、居酒屋、牛丼など多くの業態では販売価格が引き下げられ、業界全体の客単価は弱含みである。
  そうした中で、サイドメニューの充実やレーンに寿司を流す量を制御するなど、創意工夫を凝らす回転寿司店では、過去のデータを基に、専門スタッフが客層に応じてレーンに流すＰＯＰ（購買時点広告）の本数や色を変え、最適な店舗運営に努めた結果、最近１年の客単価は前年比横ばいであった。
  また、ゆっくり食事を楽しんでもらうことを特徴とするパスタ店では、販売価格が周辺店に比べて高いものの、20～40歳代の男性を中心に客単価は同横ばいで推移している。今後も、消費者に値頃感を与える商品開発が、客単価改善の鍵を握ると思われる。
  原材料価格は安定
  世界同時不況以前は、国際的な小麦の取引価格の高騰や生乳価格の引き上げにより、小麦、バター、チーズなどの食材価格が上昇したが、現在は安定的に推移している。
  農家との直接契約や卸売市場など複数の仕入ルートを確立し、季節変動といった事情に応じて価格の安定した安心・安全な食材を調達する企業もある。また、主に米国から牛肉を輸入する焼肉店では、自社に食肉加工・卸売部門を持つため、安い食材を調達できる。
  こうして、各社の特徴を強みに、安心・安全、かつ値頃感のある商品を消費者に提供している。
  一部に前向きな設備投資も
  業界全体として、出店意欲は高くないが、一部に前向きな投資活動もみられる。ある回転寿司店では、近隣に競合店がある店舗に対して、注文のあった座席に直接商品を運ぶ注文レーンを導入し、売上のテコ入れを図るほか、駅前物件や居抜き物件などへの出店で得られたデータを分析し、科学的・計画的な店舗運営に活用している。
  また、単独店舗ながら近々ＰＯＳの導入を予定している企業もある。これは、データ管理のほか、従業員に画面で利益や経費を説明する教育ツールも兼ねている。ＰＯＳの導入により、分かりやすい指導と教育時間の短縮を図るねらいがある。
  従業員の定着率は改善
  外食産業における従業員の定着率は、他の業種に比べると高いとはいえないが、景気の低迷もあって途中で辞める人が減っているとの声が多い。ある企業では、21年からインターネットで採用募集したところ、300人以上の応募があったため、面接・筆記試験を通じて最終的に全国で10人に絞り込んだ。
  このほか、自社の研修センターで入社前には社会人としての心構えを指導し、入社後もケーススタディやロールプレイングによる接客・店長研修などに注力したり、従業員のモチベーションを上げる海外研修や接客コンクールを行うなど、定着率改善のための人材教育が各企業で進められている。
  収益は厳しい
  業界の収益は決して芳しくはなく、収益確保のために不採算店を閉鎖するケースがある一方で、材料費が下落して収益を増やす企業があるなど二極化している。21年が赤字決算となった和食レストランでは、無沸騰タイプのゆで麺機の全店舗への導入や、売れ行きに応じたメニューの見直し及び無洗米の使用により、ガス・水道の使用量や調理場の人件費削減といった、オペレーションコストの抑制に努めている。
  商品の廃棄率や電気・ガス・水道などのデータを日々チェックすることでコスト意識が高まり、無駄を排除することができたとの声も聞かれ、こうしたコスト削減と顧客ニーズの満足を両立させることが、企業の収益性の改善につながるとみられている。
  今後の見通し

  (社)大阪外食産業協会では、米国や中国景気の動向から22年夏頃には輸出関連産業が回復し、その３～６か月後に外食産業へ波及して宴会需要などが上向くものとみている。
  外食産業の市場規模はピーク時の85％にまで減少し、今後も少子高齢化や人口減少などの社会現象を考慮すると、市場の急伸は期待しにくい。一方で、外食のニーズは多様化、かつ変化が激しくなっている。
  今後は、立地環境やニーズの変化に合わせて、①イートイン（飲食店で買った食べ物を店内で飲食すること）、②テイクアウト、③デリバリーといった業態のバランスを変更したり、自社のデータや経済社会情勢の動向を分析し、常に危機意識を持ちながら自社の強みを活かす事業構想や新しいアイデアを考える環境づくりが重要と思われる。同協会では、各企業が前向きな意識で、来たるべき景気回復に備える必要があるとしている。
（山本  敏也）
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資料：外食産業総合調査研究センター『外食産業統計資料集 2009年版』

(注) 集団給食の内訳は省略した。
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前回調査比 前回調査比

平成11年 74,125 -6.8 376,385 -4.9

13年 71,932 -3.0 384,550 2.2

16年 62,507 -13.1 337,773 -12.2

18年 60,191 -3.7 337,259 -0.2

資料：総務省『事業所・企業統計調査』

(注) 一般飲食店及び遊興飲食店の合計。

表２          飲食店の推移（大阪府）

事業所数 従業者数
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